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１５７
第９章 台湾における日系外食企業の食品安全確保の取り組みと課題
第１０章 日系食品企業の販売戦略─検討と体系化─
２．各章の概要
次に，各章の要旨について述べていく。第１章においては，本研究に至っ
た背景および先行研究の検証と課題の抽出，調査対象企業と調査方法の概要，
本書の構成および本書で使用する用語の定義が示されている。本書は，日本
の食品企業を親会社に持つ中国現地法人８社へのヒアリング調査をもとに，
事例企業の販売戦略を丹念に比較・分析し，日系食品企業における海外販売
戦略の体系化を目的としている。本書において，日系食品企業とは，日本の
食品企業を親会社に持つ，農業生産，加工食品（業務用販売・小売向け販売），
外食を含む食品企業全般を指している。販売戦略とは，出資形態や販路の選
択，中国特有の商慣習への対応も含め，「企業が販路の開拓と拡大を目的とし
て取り組むこと」と定義している。対象企業の出資形態については，独資企
業，中国企業との合弁企業や合作企業の他，台湾企業や他の日本企業との合
弁やパートナーシップについても検討がなされている。
本書では，日系企業の進出形態に関する先行研究，新興国での市場開拓に
関する先行研究，そして中国の食品安全問題や商慣習に関する先行研究を取
り上げ，中国市場に進出する日系食品企業に関わる以下の７つの課題が提示
されている。
１．中国市場という生産拠点と販売先の選択
２．中国市場におけるチャネルの選択
３．中国市場における食品の安全・安心品質の確保
４．本社と現地法人との標準化戦略
５．中国市場進出における出資形態の選択とメリット・デメリット
６．中国市場に適応した商品開発
７．中国特有の商慣習への日系企業の対応
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著者は７つの課題に沿い，以下の４つの項目について対象企業８社の日本
人駐在員へ聞き取り調査を実施した。
１．生産・流通システムにおける安全・安心品質の確保のための具体的施策
２．出資形態の選択とそれらのメリット・デメリット
３．明文化されていない中国特有の商慣習の実態（代金回収問題や入店料な
ど）と各企業の対応
４．中国市場における商品の現地適応化とチャネルの構築
第２章と第３章では，独資で中国市場に参入した，農業生産・販売を行う
A社（花卉・野菜苗の生産・販売）とB社（牛乳・野菜などの生産・販売）を
対象に，生産・流通システムにおける安全・安心品質の確保のための具体的
施策と代金回収問題のリスクを軽減するための企業の対応について論じてい
る。２００８年以降，中国市場では食品企業が悪質な有害食品を販売する事件が
多数発覚したことが機となり，消費者の食の安全意識が向上し，安全・安心
を掲げる商品へのニーズが高まっている。しかしながら，安全性確保に向け
た現地企業の自助努力や現地政府の政策の立案は不十分である。中国の商慣
習の一つとして，取引先が支払を遅延することにより企業の代金回収が困難
になる例はあとを絶たない。中国に進出する日系食品企業にとって，いかに
商品の安心・安全品質を担保するのか，いかに取引先からの代金未回収のリ
スクを軽減・回避するのかは重要な課題である。
２００７年に独資で中国山東省に現地法人を設立したA社の事例では，安全・
安心品質の担保として，「生産委託企業の厳選と協力関係の構築」により，輸
送費の削減と配送の効率化，そして商品の品質及び鮮度の維持を実現してい
る。中国国内生産を上海近郊の日系企業に委託することで，販売先までの輸
送距離の短縮と流通網の確立が容易となった。代金回収問題への対応策とし
ては「取引企業の厳選と協力関係の構築」が鍵となっている。販売先は自社
の商品や販売方針，販売価格に理解のある現地企業を厳選した。一方，２００６
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年に独資で山東省に現地法人を設立した牛乳・野菜生産企業であるB社の事例
では，「安全・安心を担保するための生産システム」の構築について詳しい検
討がなされている。B社は，「一牧場一加工場」による生産履歴の明確化や日
本の先端技術を導入した「循環型農業」の実現により，安心・安全の生産シ
ステムを構築し，他社との差別化に成功した。その高度な生産システムを技
術的・人材的に担保するにするためにB社が注力しているのは，現地人材の育
成である。代金回収問題への対応策として，販路を日系スーパーに限定して
いることが挙げられている。
第４章と第５章では，業務用食品の販売を行うC社（大豆タンパク食品製造・
販売）とD社（製菓・食用品加工油脂の製造・販売）を対象とした調査を基に，
日系食品企業の販売戦略における合弁あるいは提携企業の果たす役割の重要
性について論じている。日本と中国では嗜好や習慣が異なり，日本で売れて
いる商品が必ずしも中国の消費者に受け入れられるとは限らない。中国に進
出した日系食品企業にとって，現地のニーズを把握し，かつ，安心・安全な
商品を開発・販売していくことは重要な課題の１つであり，その課題をクリ
アするために，出資形態の選択及び選別が肝となる。
C社は中国系企業との合弁会社として１９９５年に山東省に設立された。当初
は日本料理店との取引が中心であったが，販路を拡大するため，C社は中国の
外食産業の３割を占める「火鍋」市場に着目した。C社の事例においては，合
弁相手である現地企業が，現地消費者の好みに合わせた巾着や揚げ製品の開
発から，販路拡大への営業活動，火鍋店などの地元企業からの代金回収まで，
一連の販売戦略を担う重要なパートナーであることが指摘されている。
１９９７年に江蘇省に進出したD社は，拡大する中国の製菓・製パン市場への
販売を強化するため，２００７年に台湾系企業と戦略的提携を締結した。この戦
略的提携がD社の現地での成功をもたらした。中国市場で製菓・製パン店の多
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くは台湾系であることから，中国の消費者は日系よりも台湾系油脂企業が製
造した製菓・製パンを好む傾向がある。D社の事例においては，台湾人社員が
現地消費者の嗜好に合わせた商品開発，現地従業員の教育，そして取引先企
業への営業活動及び代金回収を担当することで，取引先の選定や中国独特の
商慣習への対応において効果的な役割を果たしていることを明らかにしてい
る。
第６章と第７章では，小売店向け加工食品の製造・販売を主たる事業とす
るE社（ビール製造・ビール事業への投資・種類販売）とF社（即席麺の製造・
販売）に着目し，主にチャネルと中国固有の商慣習の関係及びそれらに対す
る企業の戦略について論じている。中国系・外資系のスーパー・コンビニで
は，商品納入時に入店料やバーコード登録料，催事の協賛金や販促員の設置
にかかるコストが徴収されることが常態化している。E社は１９９９年に中国市
場に参入した当初，上述の中国特有の商慣習にまつわるコスト増大により，
小売店向けの販売からの一時撤退を余儀なくされた。その対応策として，E
社は外食産業への業務用ビールの販売及び日系スーパーやコンビニのように
中国特有の商慣習の問題の比較的少ないチャネルへの販売を強化する一方で，
中国系・外資系のスーパー・コンビニへの対応策として，採算性を試算する
営業部署を設立し，取引先の選定に取り組んでいることが明らかとなった。
F社は１９９５年に上海に進出し，世界最大の即席麺市場である中国において，
中国全土に販路を拡大させた。著者は，独自のチャネルを選択し，入店料制
度を回避しことがF社の中国市場での成功の主たる要因であると分析している。
著者によると，多額の入店料などの負担金が発生し，利益率の低い大型スー
パーやコンビニは「現代チャネル」，負担金の少ない（あるいは発生しない）
小，中型スーパー，個人商店，学校内の売店は「伝統チャネル」に分類され
る。前者は中国全土で３割，後者は７割を占める。F社の事例においては，
「伝統チャネル」への販売を重視し，伝統チャネルに参入する際には問屋との
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関係を構築することにより，小売店との取引で発生する諸問題を削減し，販
路拡大の実現に繋がることが明らかとなった。
第８章と第９章では，中国本土市場の特徴を相対的に分析する意図から，
香港と台湾における外食事業を中心とする日系食品企業の事例を取り上げて
いる。G社は２００７年に独資で香港における日本産牛肉の普及を目的に設立さ
れ，卸売事業，小売事業，外食事業を展開している。G社の事例では，主に香
港市場の消費者の嗜好や景気動向に対応する販売戦略について論じており，
中国特有の商慣習や生産・流通システムにおける安全・安心品質のための具
体的施策についての言及はない。一方，１９９０年から台湾企業との合弁企業と
して，台湾において店舗展開を進めるファーストフード企業H社の事例におい
ては，安全・安心を確保するための食材調達システムの具体的施策について
論じている。全店舗を直営店とし，衛生検査室やセントラルキッチンの設立，
自社配送システムの構築，従業員教育，契約農場制度，食品検査の徹底など，
自社において生産・配送まで一括して管理することで，店舗の拡大と安全性・
信頼性の両立を実現している。
最終章では，これまで各章で論じてきた内容を基に，日系食品企業の販売
戦略における諸問題を比較・検討し，統合的見地から考察を行っている。具
体的には，生産・流通システムにおける安全・安心品質の確保のための施策，
出資形態の選択とそれらのメリット・デメリット，明文化されていない中国
特有の商慣習の実態（代金回収問題や入店料など）と各企業の対応，そして
中国市場における商品の現地適応化とチャネルの構築に関する比較・検討で
ある。まとめとして，中国へ進出した日系食品企業の安全・安心品質を確保
し，販路を開拓する戦略の体系化，及び日系食品企業の出資形態に関する体
系化を図っている。また，日系食品企業の中国での販売戦略を成功させるた
めには，現地の文化や商慣習に精通している人材の確保と活用が重要である
ことを述べている。その方法として，社内での現地従業員の育成制度の構築，
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中国人技能実習生の活用，そして販路や営業力のある人材が豊富な現地企業
との合弁や戦略的提携も有効な手段であることを示唆している。
３．本書の貢献と課題について
本書の焦点である「中国における日系食品企業の販売」に関する先行研究
は２０１０年代以降登場したが，十分な研究蓄積があるとは言い難い。著者はこ
の領域において４つの多角的な視点から比較・検討を行い，比較的新しい領
域の研究蓄積に貢献するという点で評価できるものである。対象企業８社の
事例については，著者の詳細なヒアリング調査による一次データーに基づい
たものであり，各章は独立した事例研究としても完成度が高いと筆者は考え
る。特に，日系食品企業の中国特有の商慣習の対応について，取引先の見極
め，チャネルの選択，資本形態の選択，企業認知度の向上という異なる視点
から，具体的でかつ有益な議論がなされている。しかしながら，対象企業８
社のうち，合弁・戦略的提携による事例は４社のみであり，その結果を持っ
て，日系食品企業の出資形態に関する体系化（図１０-２，１５９頁）を図るのは
不十分であることは否めない。第１章における先行研究のレビューに，海外
進出企業の出資形態に関する研究も含めるべきであったと考える。本書で調
査対象としている食品企業の取り扱う商品や事業形態が多様であるため，販
売戦略も必然的に異なり，各事例を比較・検証し仮説を構築することは極め
て困難であると言える。その困難なテーマに果敢に取り組んだ本書は，中国
における日系食品企業の販売に関する研究に一石を投じたといえよう。
（さくらい・ゆか／経営学部准教授／２０１８年９月２７日受理）
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